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国立大学と人件費5%削減に関する国会での議論について

国立大学法人法反対首都圏ネットワーク

1. 低調な国立大学に関する国会での議論
法人化3年目を迎え，各国立大学，およびそこで働く教職員は国立大学の使命を果たすべく現場で努力を積み重ねてきた．しかしながら，毎年の運営費交付金の削減や，昨年の授業料標準額の値上げ，現在国会で審議されている人件費削減5%問題など，財政的な側面をはじめ，いくつかの大学の学長選考の混乱に現れているような管理運営の側面など，多くの困難を抱えているのが現状である．

本来，国立大学法人法案を審議した国会は，自らの責任において決定した法案の主旨，附帯決議等の実施状況について繰り返し検討を行う義務を負っている．しかし，今国会において，いくつかの注目すべき質疑はあったものの，全体として国立大学のあるべき姿と現状を掘り下げた質疑が行われたとは言いがたい．ここでは今国会での国立大学に関連する以下の質疑の論点を紹介する．今後の活発な議論を期待したい．

取り上げる質疑は，人件費5%削減に関する石井郁子議員の質疑（2月24日の文教科学委員会，4月7日の衆議院行政改革特別委員会），国立大学の幹部職員の人事に関する山口壯議員の質疑（3月10日，１７日の文部科学委員会），教職大学院に関する横山北斗議員の質疑(2月24日の文部科学委員会)の4件である．
２．人件費5%削減に関する質疑
石井議員は，国立大学法人が定員削減の対象にならないとした国立法人法案審議時の国会での政府答弁などをあげ，今回の人件費5%削減の国立大学が対象となっていることを批判した．これに対して，政府からの答弁は要約すれば「国立大学法人は国の定員削減計画の対象にははいっていないが，行政改革の重要方針の閣議決定での要請に対してはしかるべき対応が求められている」というのが文科省の答弁であった．石井議員は「評価というペナルティもあり，実質上文科省から国立大学への定員削減の押し付けではないか」と迫ったが，中馬行政改革担当大臣は「文部科学大臣の関与できる範囲内であり，国立大学法人法の趣旨に抵触しない．人員数や給与水準の具体的な取り組みは各法人が実情に応じて選択することができるので，人員削減を押し付けているものではない．用務関係や直接研究に関与していない職員をアウトソーシングするなどして研究者を手厚くすることも可能である」と述べた．
また，石井議員は事務系技術系職員の削減が限界に達し，教員削減に手をつけはじめている具体的な例を挙げて事態の深刻さを指摘したが，中馬大臣からは，「日本の人口減少，少子化が進み数年後に大学全入といわれる中で教員数削減も対象になりうるだろう」，あるいは「日本全体の効率化，民間移転の流れの中で大学も例外ではない．定員割の大学もできはじめている中で聖域のように守らなくてはいけないというものではないのではないか」と述べた．一方で，文科省サイドの答弁からは，このような少子化や定員割というようなキーワードは聞かれず，馳文部科学副大臣からは「非常勤講師の削減や期待していたカリキュラムができないという実態，地方で寄付金の集められない状況などには心が痛む．しかし，法人化には積極的な面もあり，各大学経営陣の取り組みを期待し支援したい」というような発言もあり，政府内部でも若干のスタンスの違いをうかがわせた．この点は注意深く見守る必要があると考える．
　また，石井議員からの5%人件費削減の5年間での総額をたずねた質問に対して，石川高等教育局長は，国立大学の人件費総額が1兆円，その5％で500億円という数字を挙げたが，文科省が公表した平成16年度の国立大学の財務諸表の損益計算表によれば (http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/17/08/05090601/002.htm参照)，人件費総額は1兆3051億円であり，その5％は675億円となる．この数字の違いが何を意味するかについても注目しておきたい．
３．文部科学省から国立大学の幹部職員の出向などに関する質疑

山口議員からは文部科学省から国立大学法人の幹部職員への出向者の事例が多数紹介され，国立大学の幹部職員の人事を文部科学省が実際上支配しており，大学の自主性や自立性が高まることを阻害しているのではないかとの指摘があった．これに対して文科省の玉井官房長は，「大学法人の職員につきましては，各学長がみずからの考え方に基づいて幅広い分野から選考し任命を行うという権限関係になっており，そして学長から要請があれば，私どもとしては適材適所の観点からその要請におこたえをしているということでございます．」と答弁があった．また，小坂文部科学大臣は「独立行政法人になった後に，大学の意向を無視して文部科学省が人事において介入をして押しつけ人事を行うようなことはない」と答弁した．文科省と国立大学の人事の密接な関連がつまびらかにされたが，議論は平行線に終わった．
４．教職大学院に関する質疑

　いくつかの国立大学では，教職大学院の創設を計画している．横山議員から「教職大学院」の理念について質問し，小坂文部科学大臣からは「教職課程の改善のモデルとして，学校現場における実践を重視する，また各学校や地域におけるリーダーとしての専門的な知識，技能を有する教員を養成する，そういった仕組みとしての教職大学院というものを設置」との答弁があった．これに対して横山議員からは2年間で養成する教員の質の保証と教員採用の競争率は年度で違いが大きいことに対しての質問がされた．政府から，一律2年で免許が取得できるわけではないこと，競争率の変動がかなりあることなどが答弁された．
　さらに，横山議員から教職大学院で教える教員について，特に現場感覚を持ち続けることの重要性が指摘され，小坂大臣からは，実務家教員を4割程度配置すること，任期制導入などで常に現場感覚を持つ教員を確保することも考えられるとの答弁があった．

